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Ａｃｔｉｏｎ
経営評価の結果を今後

の事業に反映します！

Ｄｏ 実行）
プランに基づいて事業
を推進します！

Ｐｌａｎ

翌年度の方針を

作成します！

Ｃｈｅｃｋ

「経営評価」
事業の実施状況を

分析・評価します！

第１章 経営評価の概要

１ 経営戦略

上下水道事業においては，節水型社会の到来による水需要

の減少，水質に対する関心の高まり，施設の老朽化や災害等

への備え，多様化する市民ニーズに応じた良質なサービスの

提供，事業経営をめぐる内外の動きなど上下水道事業をとり

まく課題が山積みとなっています。

上下水道局では，限られた財源のなかで，これらの課題に

対応していくために，上下水道事業の基本理念や平成２０年

度からの１０年間に取り組むべき課題や目標をまとめた「京

（みやこ）の水ビジョン」とその前期５箇年の実施計画であ

る中期経営プランを平成１９年１２月に策定しています。

具体的な事業の推進においては，中期経営プランの基に，

毎年度運営方針及び事業推進方針を策定し，年度毎の重点事

項や事業計画，目標水準を設定することにより事業を計画的

に進め，「京の水ビジョン」から運営方針，事業推進方針に

至る経営戦略の下，安全・安心で市民の皆さまに信頼される

サービスの提供に努めています。

２ 経営評価の目的

上下水道事業における「経営評価」については，「京都市行政活動及び外郭団体の経営の評価に関する

条例」（以下「行政評価条例」）で義務付けられた特定分野に関する行政評価であり，この行政評価制度

の趣旨を踏まえ，上下水道事業を推進する経営戦略のＰＤＣAサイクルのＣ（チェック）に位置づけ，上

下水道事業の適切な執行管理や継続的な改善と市民サービスの向上を図るとともに，結果を公表すること

により，市民に対する説明責任を果たし，市民の視点に立った市政の実現を図ることを目的としています。

３ これまでの取組経過

地方公共団体においては，評価システム（行政評価）の導入が進み，これらは財政状況の分析や事業の

進捗管理，事業効果の点検・改善はもとより，市民の皆さまへの業務状況の説明などに活用されています。

PDCA サイクル

くらしのなかにはいつも水があり

ます。私たち京都市上下水道局は，先

人から受け継いだ，水道，下水道を守

り，育むことにより，皆さまのくらし

に安らぎと潤いをお届けしたいと考

えています。

そして，ひと まち くらしを支える

京の水をあすへつなぎます。

基本

理念

＜京(みやこ)の水ビジョンより＞
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千 /日万人 施設能力と期末給水人口

京都市上下水道局では，平成15年度から水道事業及び公共下水道事業の「事務事業評価」を実施・公

表してきました。しかしながら，水道事業や公共下水道事業はそれ自体が一つの事業であり，一般行政と

は事業形態が異なるため，平成17年度からは事業の特性に見合った評価手法として，「経営評価」の実

施を始め，さらに，平成18年度からは，「経営指標評価」と「取組項目評価」の2つの方法を用いた評

価に改善しています。 

また，この経営評価の透明性・客観性を高めるとともに，制度の一層の充実を図っていくため，平成２

１年７月に市民，学識経験者及び民間有識者で構成する「京都市上下水道事業経営評価審議委員会」を設

置し，経営評価制度等について，第三者の視点から審議いただいており，毎年度，審議委員会からの意見

を踏まえ，改善に取り組んでいます。（意見の内容及び改善点については，付属資料１，２参照） 

４ 経営指標評価と取組項目評価

評価の方法としては，①財務指標を中心とした業務指標により，経営状況の改善度や中長期的な経営分

析を行う「経営指標評価」と，②上下水道事業の推進における個々の取組状況の達成度を評価する「取組

項目評価」の2つの評価を用いています。 

評価方法 主 な 特 徴

①「経営指標評価」

・上下水道事業それぞれのガイドライン（Ｐ９～参照）に基づく業務指標評価を行う。

・より効率的な経営を目指し，財務指標を中心とした指標による中長期的な経営分析

を行う。 

・指標値の前年度数値との比較により，事業の改善度を確認する。 

・偏差値による大都市平均との比較を行う。 

②「取組項目評価」

・上下水道局事業推進方針に掲げる102の取組項目の目標水準に対する達成度につい

て，5段階評価を実施し，進捗状況等を明確化する。 

・最小事業単位である取組項目ごとの評価結果に基づいて，上位の 22 の重点推進施

策ごとに５段階評価を実施し，最上位の5 つの施策目標の達成状況を分析すること

により，体系的な評価を行う。 

５ 事業の現状と課題

（１）水道事業（地域水道事業及び京北地域水道事業を除く。） 

ア 人口増加と施設能力の向上

 京都市の水道事業は，明治45年4月の蹴上浄水 

場の竣工により始まりました。その後，京都市の発展 

に伴う人口増加と水需要の増大に対応するため，昭和 

30年代から浄水場の拡張による施設能力の拡大と， 

管路の延伸に力を入れてきました。この結果， 平成 

8年度には１日当たりの施設能力が105万立方メー 

トル（平成23年度末：９５万立方メートル）となり， 

計画給水区域内の普及率は，現在99.9パーセントに達しています。 

施設能力
（右目盛り）

期末給水人口
（左目盛り） 

23 
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億円
施設整備の状況

建設改良費

建設企業債償還金

給水収益

総費用
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億円％ 企業債未償還残高と自己資本構成比率
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百万 /年万人 有収水量と期末給水人口

イ 施設等の改築更新及び耐震化

昭和30年代から順次，配水管の布設替えや相 

互連絡幹線の整備，浄水場の増強等を実施してお 

り,平成6年度からは，これらに加えて，新たに地 

震対策として上水道安全対策事業を推進してきま 

したが，平成23年３月に発生した東日本大震災 

等を受け，より一層ライフラインとしての水道水 

を確保するための耐震化を進める必要性が高まっ 

ています。 

こういった現状を踏まえ，今後も，施設等の老朽化に伴う継続した改築更新が必要であり，鉛製給

水管の解消を含め，災害等危機時にも強く，環境にやさしい水道の構築を目指し，計画的な水道施設

の改築更新及び耐震化を進めていきます。また，安全性や年々強化される水質基準への適合の観点か

ら必要となる施設の高水準化等の課題もあり，総費用の抑制に努めていますが，建設投資の需要や，

減価償却費の増加傾向が見込まれます。 

ウ 財務の状況

水道事業を支える施設や管路の建設，整備には多額

の経費を要し，その財源の多くを企業債（借金）で賄

っています。施設整備の推進とともに企業債の残高は

増加し，平成14年度にはピークを迎えましたが，投

資額の抑制など継続的な取組により，着実にその残高

は減少しています。さらに，効率的な経営による収支

の改善を進め，自己資本構成比率も上昇しています。

エ 有収水量の減少傾向

京都市の水道事業は，独立採算を基本とし，そ 

のほとんどを水道料金として得た給水収益によっ 

て経営しています。この貴重な財源である給水収 

益は，料金設定と有収水量に大きな影響を受ける 

ものです。有収水量については，平成22年度 

が夏季の猛暑などの影響により微増となったもの 

の，給水人口に大きな変化はなく，平成２３年度は再び減少しており，平成2 年度の 2 億 1 千万立

方メートルをピークとして減少傾向にあります。この主な要因は，産業分野において，節水型への構

期末給水人口
（左目盛り）

有収水量
（右目盛り） 

給水人口は140万人台で
推移しているが，総有収水量は
減少傾向にある。 

自己資本構成比率
（左目盛り） 

企 業 債
未償還残高
（右目盛り）

23 

23 

23 
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造転換や地下水利用の増加により大口需要者の使用水量が減少し続けていることに加え，平成22 年

度に実施した「水に関する意識調査」で７割強の世帯が「節水している。」と回答されたように，各

世帯においても節水意識の定着や，節水機器の普及などにより使用水量が減少していることが考えら

れます。

オ 施設能力と給水量の動向

このような水需要の減少傾向から，平成15年

度には1日当たりの施設能力をそれまでの105

万立方メートルから95万1千立方メートルへと

見直しました。しかしながら，平成23年度にお

ける1日平均給水量は約55万立方メートルであ

り，中長期的にみて施設能力と給水量との差が大

きくなってきているため，平成 24 年度末に山ノ内浄水場を廃止することにより，施設規模の適正化

を図り，より一層効率的な事業運営に取り組んでいきます。

（２）公共下水道事業（京北及び北部地域特定環境保全公共下水道事業を除く。）

ア 下水道の普及促進

京都市の下水道事業は，昭和5年に失業応急事業

として着手したのが始まりです。その後，昭和30年

代からの高度経済成長の下での産業の発展と人口の都

市集中が進み，都市の生活環境が悪化するなか，水質

保全に資するために下水道の役割が重要視されるよう

になりました。そして，公共用水域の水質汚濁の深刻

化に対応するため，昭和45年に「公害対策基本法」

の制定や「下水道法」の改正が行われ，国を挙げての下水道整備が促進・強化されてきました。

京都市では，平安建都1200 年に当たる平成6 年度に市街化区域の下水道整備をおおむね完了する

に至り，今日の全市人口に対する普及率は99.３パーセントに達しています。

イ 施設等の改築更新と質的向上

今日，下水道事業の着手から80年以上を経過し

ていることから，耐用年数が比較的短い機械・電気

設備を中心に，老朽化の進行程度を見ながら改築更

新を着実に実施しています。土木構造物については，

50年以上経過した処理施設を既に改築するととも
0
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人口普及率
（左目盛り）
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（右目盛り）
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に，戦前に布設された経年管の改築更新を進めていますが，今後，耐用年数を超えた下水道管の延長 

が急激に増大するため，その対応を検討する必要があります。さらに，１０年に一度の大雨に対する

浸水対策や，市内の下水道整備区域の約4割を占める合流式下水道の改善，高度処理の推進など，下

水道の質的向上の課題もあります。限られた財源の中で総費用の抑制に努めていますが，将来にわた

って下水道を御利用いただくため，計画的･効率的に整備を進める必要があります。 

ウ 財務の状況

下水道事業を支える施設や管路の建設，整備には多

額の経費を要し，その財源の多くを企業債（借金）で

賄っています。施設整備の推進とともに企業債の残高

は増加し，平成12 年度にはピークを迎えましたが，

投資額の抑制など継続的な取組により，着実にその残

高は減少しています。さらに，効率的な経営による収

支の改善を進め，自己資本構成比率も上昇しています。

エ 累積欠損金

 平成6年度までに市街化区域の下水道整備をおお 

むね完了させることを目標とした集中的な整備によ 

り，平成5年度末には累積収支が赤字となり，平成 

7年度末には累積欠損金が約82億円にまで膨らみ 

ましたが，効率的な事業運営に努め，一般会計繰入 

金の会計処理変更に伴う大幅な収支好転も寄与し， 

平成22年度末で解消されました。 

オ 有収汚水量の減少傾向

 水需要の減少により，有収汚水量の減少傾向は継 

続するものと予想されます。使用料収入が減少して 

いく一方で，施設への投資も必要となることから， 

今後も厳しい財政状況が続くと考えられます。 
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億円％ 企業債未償還残高と自己資本構成比率

累積収支
（右目盛り）

人口普及率
（左目盛り） 

※平成22年度末で累積欠損金は解消しましたが，汚水処理経費が下水道使用料で賄えてい

るかを累積で表す累積実質資金不足額は，22億24百万円となっています。 

企 業 債
未償還残高
（右目盛り）

自己資本構成比率
（左目盛り） 
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６ 平成２３年度決算の状況 

（１）水道事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公共下水道事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）連結財務諸表 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道料金 265億円（93％）  
その他 
20億円（7％） 

収入 285億円 

支出 278億円 

＜損益計算書＞ 

当年度純利益 
7億円 

維持管理費 
134億円（48％） 

減価償却費等 

107億円（39％） 

支払利息等 

37億円（13%） 

（億円） 

（年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当年度純利益 36億円 

（億円） 

（年度） 

  
雨水処理の公費負担（税金） 
204億円（44％） 

その他 
16億円（4％） 

下水道使用料 
241億円（52％） 

＜損益計算書＞ 

支出 425億円 

収入 461億円 

維持管理費 
134億円（32％） 

減価償却費等 

197億円（46％） 

支払利息等 

94億円（22％） 

水道料金収入は，前年度と比べ2.6 パーセ

ント（△7 億900 万円）減少したものの，

支出においては各種経費の削減などの取組

を着実に進めた結果， 5 年連続の黒字決算

（6 億9200 万円）となりました。企業債

の残高は，前年度の水準をほぼ維持しまし
た。 

下水道使用料収入が前年度と比べ2.2パー

セント（△5 億5200 万円）減少したものの，

支出においては各種経費の削減の取組などに

より，2 年連続の黒字決算（36 億2500 万
円）となりました。しかし，企業債の返済の

資金が不足しているため，実質の資金黒字は

8 億7400 万円となります。企業債の残高は

前年度と比べ2.7 パーセント減少しました。 
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（３）連結財務諸表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結財務諸表は，水道事業と公共下水道事業という異なる２つの事業の財務諸表＊を，ひとつの財務諸表

としてつなぎ合わせたものです（２つの事業間の取引は内部取引＊として消去しています。）。 

この連結財務諸表は，多くの市民の皆様が水道と下水道を一連として利用し，料金・使用量をセットでご

負担いただいていることから，上下水道事業を一体的に理解していただくために作成しているものです。 

＊財務諸表とは？ 

財務諸表とは，資産・債務の管理やサービスにかかる費用などの詳細を分析することで企業の財政状況を

表す，貸借対照表や損益計算書などの総称です。 

＊内部取引とは？ 

内部取引とは，例えば，水道事業の施設である浄水場から排出した汚水を，公共下水道事業の施設である

水環境保全センターで処理するときに，その費用を水道事業から公共下水道事業に対して支出することな

ど，連結の対象となる事業間での取引を指します。 

連結財務諸表では，このような内部取引を消去することで，連結した事業全体での経営状況をより正確に

把握することができるようになります。 

＜損益計算書＞ 

収入 

支出 

当年度純利益 

水道 7億円 下水道 36億円 

当年度純利益 

42億円 

内部取引 

1億円 

（内部取引を消去）

水道・支払利息等 
37億円 

 
水道・維持管理費 

134億円  
下水道・維持管理費 

134億円

水道・減価償却費等 
107億円 

下水道・減価償却費等 
197億円 

下水道・支払利息等 
94億円 

 支出計 678億円 

連結 
内部取引 
16億円 

水道料金 265億円 その他 
36億円 

 
雨水処理の公費負担（税金） 

204億円 
下水道使用料 241億円

 収入計 729億円 内部取引 
17億円 

連結 （内部取引を消去） 
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① 

② 

③ 

④ 

⑥ 

⑤ 

第２章 経営指標評価 

 

１ 経営指標評価について 

「経営指標評価」は，財務指標を中心とした業務指標を活用するこ

とで，事業活動を数値によって成果を示すもので，事業の改善度を示

す「指標値の前年度比較」と，偏差値を用いて「大都市比較から見る

京都市の特徴」を分析しています。 

各比較における経営状況の分析は，水道事業（地域水道事業及び京

北地域水道事業を除く。）と公共下水道事業（京北及び北部地域特定

環境保全公共下水道事業を除く。）の平成23 年度決算を対象に，① 収益性，② 資産・財務，③ 施設

の効率性，④ 生産性，⑤ 料金・使用料，⑥ 費用の6 つの区分について行います。 

 

（１）６つの評価区分について 

 

① 収益性 

評価のポイント 
独立採算により運営している京都市の上下水道事業において，水道料金や下水道使

用料等による収益性を見ることは，経営状況を判断するうえで重要となります。 

業
務
指
標 

水 道 
経常収支比率（収支の均衡度），料金回収率（料金と費用の均衡度），固定資産回転率

（資産の効率性） 

下水道 
経常収支比率（収支の均衡度），経費回収率（使用料と費用の均衡度），固定資産回転

率（資産の効率性） 

 

② 資産・財務 

評価のポイント 

水道水を供給するには大規模な浄水場や配水管等が，汚水や雨水を処理するには大

規模な処理場や下水道管等が必要となります。これらの重要な施設を維持し，安定し

た事業運営を継続して行うため，資産・財務について把握することが重要となります。 

業
務
指
標 

水 道 

企業債償還元金対減価償却費比率（投下資本と再投資との間のバランス），給水収益に

対する企業債残高の割合（施設を建設する際の借入金の残高の規模），自己資本構成比率

（財務の健全性を示す自己資本が総資本に占める割合），流動比率（事業の安全性・健全

性を示す事業体の支払能力） 

下水道 

有形固定資産減価償却率（有形固定資産の減価償却の進捗度），累積欠損金比率（単年

度の営業収益に対して累積欠損金が占める割合），自己資本構成比率（自己資本が総資本

に占める割合），流動比率（事業体の支払能力），固定資産対長期資本比率（固定資産が

長期資本によって調達されている割合） 

 

水道
or 

下水道 

６つの評価区分イメージ 
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③ 施設の効率性 

評価のポイント 
上下水道事業において，施設能力に対する利用状況を把握することは，経営効率を

高めるうえで重要となります。 

業
務
指
標 

水 道 

浄水予備力確保率（浄水施設の予備力の割合），施設利用率，施設最大稼働率（水道施

設の経済性），固定資産使用効率（固定資産に対する給水量の割合），有収率（給水量に

対する有収水量の割合） 

下水道 

晴天時最大稼働率（処理能力に対する晴天時最大処理水量の割合）及び 1 日最大稼働

率（雨天時を含む最大処理水量の割合），固定資産使用効率（固定資産に対する汚水処理

水量の割合），有収率（汚水処理水量に対する有収汚水量） 

 

④ 生産性 

評価のポイント 

水道事業は水道水を生産・供給して得られる水道料金によって，下水道事業は下水

道使用料によって運営しているので，その生産性を把握することは，事業の効率性を

判断するうえで重要となります。 

業
務
指
標 

水 道 職員1 人当たりの給水収益，配水量，メーター数（職員１人当たりの生産性） 

下水道 職員1 人当たりの使用料収入，総処理水量，有収汚水量（職員１人当たりの生産性） 

 

⑤ 料金・使用料 

評価のポイント 

水道事業ではおいしい水道水を安全かつ安定的に供給することを目指し，下水道事

業では快適で衛生的な市民生活を支えるとともに，集中豪雨等による浸水被害を防ぐ

など，市民の生命と財産を守るという社会的な責務を果たしつつ，それぞれできる限

りお客さまの負担を減らすことが求められていることから，料金・使用料が適切な水

準にあるかどうかを検証することが重要となります。 

業
務
指
標 

水 道 
供給単価（お客さまからお支払いいただく水道料金の 1  当たりの収入），1 箇月に

10 及び20 の水道水を使ったときの料金（日常生活で使用される程度の水量の料金） 

下水道 

使用料単価（お客さまからお支払いいただく下水道使用料の 1  当たりの収入），1

箇月に 10  及び 20  の水を使ったときの下水道使用料（日常生活で使用される程度

の水量の使用料） 

 

⑥ 費用 

評価のポイント 

上下水道事業の運営には，施設・管路等の維持管理費や減価償却費，施設・管路等

を建設するために借りた資金の利息など，様々な経費が必要となります。効率的な事

業運営をするうえで，費用が適切な水準にあるかどうかを検証することが重要となり

ます。 

業
務
指
標 

水 道 給水原価（維持管理費，資本費：お客さまへ水道水1  をお届けするのに掛かる経費） 

下水道 
汚水処理原価（維持管理費，資本費：お客さまの御家庭等から流される汚水をきれいに

して，川に流すのに掛かる1  当たりの経費） 
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（２）業務指標の選定について 

評価に用いる業務指標は，上下水道サービスの国際規格である「水道事業ガイドライン」「下水道

維持管理サービス向上のためのガイドライン」から財務指標を中心とした21 指標を選定しています。 

事 業 指 標 数 指標選定 

水 道 21 指標 
「水道事業ガイドライン」から19 指標，「下水道維持管理サービス向上

のためのガイドライン(2007 年版)」に準拠した2指標を選定 

下水道 21 指標 

「下水道維持管理サービス向上のためのガイドライン(2003 年版・

2007 年版)」から12指標，「水道事業ガイドライン」に準拠した9 指

標を選定 

 

（参考）ガイドライン 

名 称 制定主体/年月 制 定 理 由 

水道事業ガイドライン 
 日本水道協会 

平成17年1月 

・サービスの向上を目標に，客観性と透明性を 

持って水道事業経営を遂行するため 

・世界に通用するスタンダードが必要 

下水道維持管理サービス向上 

のためのガイドライン 

（2003 年版・2007 年版） 

 日本下水道協会 

平成15年5月 

平成19年3月 

・維持管理の成果を数値化した業務指標に基 

 づき，業務改善を実施するため 

・指標値の記号，「Fi」は2003 年版，「M」， 

 「U」は2007 年版のものとなります。 

 平成19 年11 月にISO/TC224 第7 回総会が開催され，上下水道サービスのガイドラインについては，

それぞれ国際標準規格ISO 24500 シリーズとして承認された（平成19 年12 月発行）。 

 
 

（３）評価の手法とメリット・デメリット 

 

（４）前年度比較及び大都市比較の計算方法 

 ア 指標値の前年度比較  

   個々の指標で前年度値を100 として当年度値を算出し，評価区分ごとに集計し平均化した。 

  (a) 百分率（％）で表されている指標 

    当年度値 ＝ （当年度データの値 － 前年度データの値）※ ＋100 

    ※前年度の指標値が200～400％の場合は１／３，400～600％の場合は１／５で換算する。 

 

評価の手法 ○メリット/×デメリット 

指標値の 

前年度比較 

○ ・前年度からの事業の改善度が判断できる。 

× 
・中・長期的な動きを見ることが必要な指標もあり，前年度から1年間の数値の変動だけ 

では正確な状況把握が難しい場合もある。 

偏差値による 

大都市比較 

○ 

・バラつきのある指標値分布の中で，中心からどれぐらい偏っているかが分かる。 

・平均値を50とした相対的な評価で，「全体の中での偏差値・順位」が分かる。 

・単位の異なる指標についても，同一基準での評価が可能となる。 

× 

・相対的な評価であるために，指標値の改善が必ずしも評価結果の改善につながらない。 

・評価対象となる都市の母数が少ないため，指標値でのわずかな差が，偏差値では大きな 

差となる可能性がある。 
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  (b) 百分率以外で表される指標（回， ／万円など） 

            （当年度データの値－前年度データの値）※ 

                  前年度データの値 

   ※(a)，(b)ともに指標値が「高い方が良い」場合が上記の式，「低い方が良い」場合は「（前年度－当年度）」となる。 

イ 偏差値による大都市比較 

  個々の指標では，個別データの値と大都市の平均値から数値分布を示す標準偏差を求め，偏差値

を算出し，評価区分ごとには，これを集計し平均化した。 

※ 計算結果が「低い方が良い」場合が上記の式，「高い方が良い」場合は「10×(個別データ － 平均値)」となる。 

   

 
（５） 記号の説明 

ア 前年度比較と大都市比較の評価基準 

前年度比較では，前年度を100 として高い又は低いかを，大都市比較では大都市の数値分布の中央

の値（50）から，どれくらい高い又は低いかを，「澄都くん」の表情の違いにより，次の3 段階で評

価しました。 

   

 

イ 指標の動向を示す記号の意味 

   個々の指標ごとに，その指標の望ましい方向を白矢印の向きで示しています（ or  ）。 

指標値について，前年度に比べて改善しているときは望ましい方向と同じ向きの白矢印で，悪化し

ているときは逆方向の黒矢印で示しています（     or     ）。また，数値に変動がないときは，横

向きの白矢印を用いています（   ）。 

（算出例）『1 箇月当たり家庭用料金（10  ）』   

 

標準偏差＝ （個別データの値－大都市平均値）2の総和 
データ総数  

    
 ＝  (870-987)2 +(1,320-987) 2 + ……… 

大都市の数 18 ＝ 
706187 

18 ＝ 198.1 

偏差値  ＝ 
10×（ 平均値987 － 個別データ870 ）※ 

標準偏差 198.1 
＋50 ＝ 55.9 

【指標の望ましい方向】 【前年度実績との比較】 

指標の値が  前年度の指標値に比べて  

・高い方が良い 
 ・高い方が良いもの 

数値改善 
 

 
数値悪化  

・低い方が良い 
 

・低い方が良いもの 
数値改善 

 
数値悪化  

   
・数値の変動なし 

 

  

99 未満
 
45 未満 

101 以上
 
55 以上 

99 以上101 未満
 
45 以上55 未満 

改善度
 

偏差値 

当年度値 ＝ ×100＋100 
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２　水道事業の経営指標評価

（１）指標値の前年度比較

　

⑥ 費　 用

① 収 益 性

④ 生 産 性

100.2

97.7

100.7

99.2

100.9

⑤ 料　 金

②資産・財務

③施設の
効率性

98.7

99未満 99以上101未満 101以上

色塗り 平成23年度

実線 平成２2年度(100)

６つのうち３つの評価区分で指標値の向上が図れました。

水需要の減少に伴い，給水収益が減少し，「①収益性」は低下しましたが，経営の効率化に

より「④生産性」が向上するとともに，各種経費の削減に努め，５年連続の黒字決算を確保す

ることができました。さらに，企業債残高の縮減など財務体質の強化を図ることで「②資産・

財務」も向上させることができました。

水需要の減少により「③施設の効率性」はやや低下したものの，平成２４年度末の山ノ内浄

水場の廃止など施設規模の適正化に向けた整備や鉛製給水管の解消など漏水対策を推進しまし

た。

また，有収水量の減少により１立方メートル当たりの給水コストはやや高くなり「⑥費用」

は低下しましたが，１立方メートル当たりの平均料金を示す「⑤料金」はほぼ前年度並みを維

持しました。

前年度を100として

改善度を示しています。

70

90

110

指標値の

改善度
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（２）大都市比較から見る京都市の特徴

　

42.354.6

53.3

④ 生 産 性

40.9

⑥ 費　 用

① 収 益 性

⑤ 料　 金

②資産・財務

③施設の
効率性

42.9

36.3

偏差値による大都市比較は，京都市の水道事業の特徴を表すものです。

京都市の水道事業は，水需要の減少の幅が大きいことなどにより，「③施設の効率性」

「④生産性」は低くなっていますが，効率的な事業運営に努め，少ない「⑥費用」で水を供

給することにより，安価な「⑤料金」を維持しています。

また，安全・安心な水道水を供給するために必要な施設の改築更新などの財源について，

企業債に依存している割合が高いため，「①収益性」や「②資産・財務」は低くなっていま

す。

45未満 45以上55未満 55以上

数値は京都市の

偏差値を示しています。

60

色塗り 平成２３年度の偏差値

実線 大都市の平均値(50)

40

偏差値

0

20

上下水道事業は，自然条件や地理的条件をはじめ，施設の設備状況などにより，経営環境が左右さ

れることから，他都市比較や分析を行うに当たっては，地域特性や事業背景が異なることを考慮する

必要があります。このため，偏差値による大都市比較は，あくまでも業務を総合的に判断するため

の材料の一つであり，都市間の優劣を競うことを目的とするものではありません。

※ 大都市比較は，東京都及び平成23年度における政令指定都市（県が主に運営する千葉市，相模

原市を除く。）計18都市で比較しました。
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（参考）主な都市との偏差値の比較

① 75年 ⑥ 616人 ① 114年 ⑥ 3,697人 ① 124年 ⑥ 1,530人
② 1,913,686人 ⑦ 5,924km ② 12,858,221人 ⑦ 27,069km ② 3,706,454人 ⑦ 9,203km
③ 835,200 /日 ⑧ 5箇所 ③ 6,859,500 /日 ⑧ 11箇所 ③ 1,820,000 /日 ⑧ 4箇所
④ 178,283千 /年 ⑨  表流水ダム ④ 1,472,640千 /年 ⑨ ダム，表流水 ④ 390,868千 /年 ⑨ 受水，ダム

⑤ 38,230,759千円 ⑩ 0% ⑤ 287,284,004千円 地下水　他 ⑤ 68,162,254千円 表流水

⑩ 3.6% ⑩ 60.1%

① 97年 ⑥ 1,328人 ① 100年 ⑥ 757人 ① 117年 ⑥ 1,734人
② 2,388,943人 ⑦ 5,772km ② 1,457,600人 ⑦ 3,916km ② 2,670,701人 ⑦ 5,202km
③ 1,424,000 /日 ⑧ 3箇所 ③ 951,000 /日 ⑧ 4箇所 ③ 2,430,000 /日 ⑧ 3箇所
④ 267,077千 /年 ⑨ 表流水，ダム ④ 172,917千 /年 ⑨ 表流水 ④ 389,385千 /年 ⑨ 表流水

⑤ 43,517,393千円 ⑩ 0% ⑤ 26,489,015千円 ⑩ 0% ⑤ 62,636,492千円 ⑩ 0%

① 111年 ⑥ 752人 ① 113年 ⑥ 648人 ① 89年 ⑥ 547人
② 1,537,804人 ⑦ 5,100km ② 1,208,453人 ⑦ 4,545km ② 1,437,004人 ⑦ 4,080km
③ 861,901 /日 ⑧ 6箇所 ③ 628,100 /日 ⑧ 5箇所 ③ 764,587 /日 ⑧ 5箇所
④ 178,970千 /年 ⑨ 表流水，ダム ④ 129,925千 /年 ⑨ 表流水，ダム ④ 140,341千 /年 ⑨ 表流水，ダム

⑤ 31,006,309千円 地下水，受水 ⑤ 19,834,263千円 伏流水，受水 ⑤ 30,878,604千円 受水，地下水他

⑩ 89.7% ⑩ 14.6% ⑩ 33.9%

0
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75
広島市

0

25

50

75
福岡市

0

25

50

75
大阪市

0

25

50

75
収益性

資産・

財務

施設の

効率性

生産性

料金

費用

京都市

水道事業
水道事業背景情報（凡例） 平成２３年度末時点

①供用開始後経過年数 ②現在給水人口 ③給水能力 ④年間総有収水量 ⑤給水収益

⑥職員数 ⑦導送配水管延長 ⑧浄水場数 ⑨水源の種類 ⑩給水量に占める受水量の割合

自然条件や地理的条件で

グラフの形も変わるんだね。

0

25

50

75 札幌市

0

25

50

75 東京都

0

25

50

75
横浜市

0

25

50

75
神戸市

0

25

50

75 名古屋市
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（３）評価区分別データとまとめ

　ア　評価区分別　数値データ一覧

単位
望ましい
方　　向

偏差値 備考※

102.5 41.5

(104.6) (43.0)

95.3 45.6

(97.2) (44.9)

0.101 41.6

(0.104) (42.0)

94.0 39.6

(84.3) (44.8)

613.0 25.6

(598.6) (26.6)

43.3 29.9

(42.8) (31.1)

350.0 50.3

(305.7) (46.8)

36.8 45.2

(35.7) (47.0)

57.9 46.2

(59.0) (47.4)

63.2 44.9

(64.3) (45.6)

7.2 44.7

(7.4) (45.0)

85.8 30.6

(86.1) (30.7)

41,649 40.5

(41,714) (41.3)

266.1 43.6

(264.9) (42.9)

697 38.5

(681) (37.4)

153.2 55.5

(154.2) (55.7)

870 55.9

(870) (55.9)

2,490 52.5

(2,490) (52.5)

160.7 54.2

(158.7) (54.2)

78.9 56.4

(78.8) (56.2)

81.8 49.2

(79.9) (49.9)

※　備考欄で同じ記号の指標は，相互に関連するものであり，併せて見る必要があります。

施設利用率
③
施
設
の
効
率
性

④
生
産
性

施設最大稼働率

固定資産使用効率

有収率

職員1人当たり給水収益

職員1人当たり配水量

職員1人当たりメーター数

供給単価

1箇月当たり家庭用料金（10 ）

 /万円

給水原価（資本費）

給水原価（維持管理費）

個/人

給水原価

⑥
費
用

☆

円/ 

☆

☆円/ 

 円

円/ 

 円

☆

②
資
産
・
財
務

回

①
収
益
性

円/ 

％

％

千円/人

千 /人

％

⑤
料
金

 

指標値

☆％

％

給水収益に対する企業債残高の割合

自己資本構成比率

流動比率

浄水予備力確保率

1箇月当たり家庭用料金（20 ）

 

 

 

 

業務指標名

料金回収率

％

固定資産回転率

企業債償還元金対減価償却費比
率

％

％

％

％

経常収支比率

上段23年度

（下段22年度）

-16-



 

イ 評価結果のまとめと今後の方向性 

① 収 益 性 

結
果 

・給水収益が大幅に減少したために「経常収支比率」が低下しましたが，

経費削減を推進した結果，５年連続で経常利益を確保しました。  

・「料金回収率」の低下については給水原価が上がったことなどによる

ものです。 

方
向
性 

・今後も水需要の減少傾向が予想されるため，施設規模の適正化を図り，

効率的に収益を生み出す体制を構築します。 

・引き続き，各種経費削減を進めるとともに，保有資産の有効活用など

新たな収入の確保に努めます。 

②資産・財務 

結
果 

・5 年連続で当年度純利益を確保したことなどにより「自己資本構成比

率」，「流動比率」は改善しました。 

・給水収益の大幅な減少により「給水収益に対する企業債残高の割合」

が悪化しましたが，企業債残高は前年度同水準を維持しました。  

方
向
性 

・施設規模の適正化を進め，改築更新の選択・集中による再投資額の抑

制と企業債発行の抑制を図ります。 

・建設財源における自己資金を高めるなど，財務体質の強化に努めます。 

③ 施 設 の 

 効 率 性 

結
果 

・「浄水予備力確保率」に余裕があり，「施設利用率」，「施設最大稼働率」，

「固定資産使用効率」が低下するなど，低い状態になっています。 

・有収率が 3 年連続で低下するなど，依然，給水量に占める漏水量が高

い状態になっています。 

方
向
性 

・施設規模の適正化を進め，施設の効率性の向上を図ります。 

・引き続き，鉛製給水管の取替えなど漏水対策に取り組みます。 

④ 生 産 性 

結
果 

・平成８年度から継続して効率化推進計画を着実に実施しています。 

・職員定数の削減を進め，水需要が長期的な減少傾向にある中で生産性

の向上を図ってきました。 

方
向
性 

・今後も厳しい経営環境が予想される中，平成 24 年度においても更な

る職員の削減を実施し，効率的な経営を行っていきます。 

⑤ 料  金 

結
果 

・1 立方メートル当たりの水道水の平均料金を示す「供給単価」は，前

年度に比べ安くなりました。 

・他都市と比べても，安価な料金水準を維持しています。 

方
向
性 

・各種経費の削減を進めるとともに，水需要の構造変化など今日の社会

状況等を踏まえた料金制度の構築に向けて検討を進めます。 

⑥ 費  用 

結
果 

・維持管理費の削減を進めるとともに，企業債の繰上償還を実施したこ

となどによる利息の減少が図れました。 

・有収水量の大幅な減少により，1 立方メートル当たりの給水コストは

やや高くなりました。 

方
向
性 

・引き続き，効率化の推進による維持管理費の削減を図ります。 

・施設規模適正化による再投資額の抑制を図り，減価償却費の増加を抑

えるとともに，企業債発行の抑制や高金利企業債の低金利への借換えな

どにより，利息負担の軽減を図ります。 

 

水道事業 
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さあ，次は， 

下水道事業を見

に行くよ！ ｍｅｍｏ 
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３　　公共下水道事業の経営指標評価

（１）指標値の前年度比較

③施設の
効率性

99.0

105.099.8

100.3

101.8

100.2

④ 生 産 性

⑤ 使 用 料

① 収 益 性

②資産・財務⑥　費　 用

99未満 99以上101未満 101以上

６つのうち4つの評価区分で指標値の向上が図れました。

水需要の減少に伴い，下水道使用料が減少するなどにより，「①収益性」がやや低下しまし

たが，経営の効率化により「④生産性」が向上するとともに，各種経費の削減に努め，２年連

続の黒字決算を確保することができました。さらに，企業債残高の縮減など財務体質の強化を

図ることで「②資産・財務」も向上することができました。

「③施設の効率性」は，降雨の影響等による処理水量の増加などにより少し上がり，また，

１立方メートル当たりの汚水処理コストを示す「⑥費用」と１立方メートル当たりの平均使用

料を示す「⑤使用料」は，ほぼ前年度並みを維持しました。

110

70

90

色塗り 平成23年度

実線 平成22年度(100)

前年度を100として

改善度を示しています。

指標値の

改善度
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（２）大都市比較から見る京都市の特徴

51.754.0
④ 生 産 性

44.8

⑤ 使 用 料

① 収 益 性

②資産・財務⑥　費　 用

③施設の
効率性

65.9

57.361.1

偏差値による大都市比較は，京都市の下水道事業の特徴を表すものです。

京都市の下水道事業は，水需要の減少幅が大きいことなどにより，「④生産性」は低

くなっていますが，効率的な事業運営に努め，「⑥費用」を抑え，安価な「⑤使用料」

を維持しています。

また，これまでの経営効率化，財政健全化などの取組により「①収益性」「②資産・

財務」「③施設の効率性」は高くなっています。

70

0

20

40

45未満 45以上55未満 55以上

数値は京都市の

偏差値を示しています。

偏差値

色塗り 平成２３年度の偏差値

実線 大都市の平均値(50)

上下水道事業は，自然条件や地理的条件をはじめ，施設の設備状況などにより，経営環境が左右さ

れることから，他都市比較や分析を行うに当たっては，地域特性や事業背景が異なることを考慮する

必要があります。このため，偏差値による大都市比較は，あくまでも業務を総合的に判断するため

の材料の一つであり，都市間の優劣を競うことを目的とするものではありません。

※ 大都市比較は，東京都及び平成2３年度における政令指定都市（地方公営企業法を適用していな

い相模原市を除く。）計19都市で比較しました。

-20-



（参考）主な都市との偏差値の比較

① 44年 ⑥ 498人 ① 100年 ⑥ 2,218人 ① 61年 ⑥ 804人

② 1,898,077人 ⑦ 2,004km ② 8,920,483人 ⑦ 1,925km ② 3,680,795人 ⑦ 4,986km

③ 1,173,800 /日 ⑧ 2,048km ③ 6,224,000 /日 ⑧ 1,757km ③ 2,209,130 /日 ⑧ 3,477km

④ 378,629千 /年 ⑨ 3,992km ④ 1,602,675千 /年 ⑨ 12,215km ④ 564,372千 /年 ⑨ 3,275km

⑤ 19,374,531千円 ⑩ 10箇所 ⑤ 158,199,930千円 ⑩ 14箇所 ⑤ 57,644,907千円 ⑩ 11箇所

① 104年 ⑥ 1,052人 ① 81年 ⑥ 557人 ① 100年 ⑥ 1,525人

② 2,226,700人 ⑦ 2,630km ② 1,409,625人 ⑦ 2,093km ② 2,662,621人 ⑦ 45km

③ 1,905,500 /日 ⑧ 81km ③ 1,302,000 /日 ⑧ 1,527km ③ 2,722,000 /日 ⑧ 40km

④ 442,504千 /年 ⑨ 4,983km ④ 329,960千 /年 ⑨ 1,811km ④ 658,130千 /年 ⑨ 4,802km

⑤ 32,006,472千円 ⑩ 15箇所 ⑤ 24,114,368千円 ⑩ 4箇所 ⑤ 40,165,765千円 ⑩ 13箇所

① 60年 ⑥ 369人 ① 60年 ⑥ 374人 ① 81年 ⑥ 268人

② 1,518,861人 ⑦ 3,868km ② 1,095,400人 ⑦ 2,089km ② 1,440,767人 ⑦ 3,350km

③ 877,500 /日 ⑧ 644km ③ 676,634 /日 ⑧ 1,392km ③ 688,800 /日 ⑧ 2,901km

④ 190,156千 /年 ⑨ 90km ④ 160,054千 /年 ⑨ 857km ④ 210,082千 /年 ⑨ 654km

⑤ 18,985,318千円 ⑩ 6箇所 ⑤ 20,446,589千円 ⑩ 10箇所 ⑤ 26,691,553千円 ⑩ 5箇所

下水道事業
下水道事業背景情報（凡例） 平成23年度末時点

①建設事業開始後経過年数 ②現在処理区域内人口 ③現在処理能力 ④年間総処理水量

⑤下水道使用料収入 ⑥年度末職員数 ⑦汚水管延長 ⑧雨水管延長 ⑨合流管延長 ⑩終末処理場数

自然条件や地理的条件で

グラフの形も変わるんだね。
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（３）評価区分別データとまとめ
　ア　評価区分別　数値データ一覧

単位
望ましい
方　　向

偏差値 備考※

108.5 67.0

(108.8) (65.0)

120.6 71.4

(121.5) (68.8)

0.051 59.2

(0.052) (59.3)

45.9 46.5
(44.0) (46.7)

0.0 55.5
0.0 (55.0)

57.3 51.1
(56.1) (50.7)

308.9 69.6
(232.6) (57.2)

98.0 63.8
(98.5) (59.5)

86.6 55.1
(85.2) (46.9)

99.3 58.0
(97.7) (42.1)

3.78 58.8
(3.82) (58.8)

57.2 35.1
(58.1) (35.8)

59,689 41.3
(58,312) (41.1)

592.4 50.6
(584.1) (50.3)

340.4 42.6
(335.2) (42.5)

127.2 55.3
(128.0) (55.2)

700 54.5
(700) (54.5)

1,890 52.3
(1,890) (52.3)

105.5 61.1
(105.3) (60.7)

44.6 63.1
(44.6) (59.9)

60.9 59.3
(60.7) (59.4)

※　備考欄で同じ記号の指標は，相互に関連するものであり，併せて見る必要があります。

職員1人当たり使用料収入

職員1人当たり総処理水量

業務指標名

⑥
費
用

汚水処理原価

汚水処理原価（維持管理
費）

汚水処理原価（資本費）

1箇月当たり家庭用使用料（20 ）

④
生
産
性

1日最大稼働率

円/ 

千 /人

円

％

％

％

％

千円/人

千 /人

1箇月当たり家庭用使用料（10 ）

⑤
使
用
料

 

 

 

円/ 

円

円/ 

 

 

 

指標値

 

 

 

使用料単価 円/ 

％

回

自己資本構成比率

流動比率

晴天時最大稼働率

職員1人当たり有収汚水量

 /万円固定資産使用効率

経常収支比率

経費回収率

固定資産回転率

％

％

有収率

①
収
益
性

％

％

有形固定資産減価償却率

累積欠損金比率②
資
産
・
財
務

③
施
設
の

 
効
率
性

固定資産対長期資本比率 ％

上段23年度

(下段22年度)
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イ 評価結果のまとめ                        

① 収 益 性 

結
果 

・下水道使用料が大幅に減少したために，「経常収支比率」が低下しま

したが，経費削減を推進した結果，2 年連続で経常利益を確保しました。 

方
向
性 

・今後も水需要の減少傾向が予想されるため，引き続き，各種経費削減

を進めるとともに，保有資産の有効活用など新たな収入の確保に努めま

す。 

②資産・財務 

結
果 

・企業債残高を 105 億 94 百万円削減するなど財務体質の強化に努め

た結果，「自己資本構成比率」が向上しました。 

・施設の老朽化が進み「有形固定資産減価償却率」が悪化しています。 

方
向
性 

・企業債残高の縮減に取り組み，財務体質を強化するとともに，将来の

利息負担の軽減を図ります。 

・施設規模の適正化を図ることにより，投資を選択・集中させ，必要な

改築更新を効率的に行います。 

③ 施 設 の 

 効 率 性 

結
果 

・雨の影響等による処理水量の増加によって「晴天時最大稼働率」「1

日最大稼働率」は上昇しました。 

・降雨の影響により下水管きょ内に浸入する水が増加したことなどによ

り，「有収率」が低下しました。 

・「固定資産使用効率」は他都市と比べて処理水量に対する固定資産の

規模が小さく，必要な施設整備を効率的に行ってきたといえます。 

方
向
性 

・施設規模の適正化を図り，より効率的な施設体系を構築します。 

・老朽化した管路の更新などを進めつつ，効果的な有収率の向上施策に

取り組みます。 

④ 生 産 性 

結
果 

・平成８年度から継続して効率化推進計画を着実に実施しています。 

・職員定数の削減を進め，水需要が長期的な減少傾向にある中で生産性

の向上を図ってきました。 

方
向
性 

・今後も厳しい経営環境が予想される中，平成 24 年度においても更な

る職員の削減を実施し，効率的な経営を行っていきます。 

⑤ 使 用 料 

結
果 

・１立方メートル当たりの下水道使用に掛かる平均料金を示す「使用料

単価」は，前年度に比べ安くなりました。 

・他都市と比べると，安価な使用料水準を維持しています。 

方
向
性 

・各種経費の削減を進めるとともに，水需要の構造変化など今日の社会

状況等を踏まえた料金制度の構築に向けて検討を進めます。 

⑥ 費  用 

結
果 

・各種経費の削減を推進したものの，有収汚水量の減少により，１立方

メートル当たりの汚水処理コストがやや高くなりました。 

・企業債残高の縮減に取り組んだことなどにより，利息の減少が図れま

した。 

方
向
性 

・引き続き，効率化の推進による維持管理費の削減を図ります。 

・再投資額の抑制を図り，減価償却費の増加を抑えるとともに，企業債

残高の縮減や高金利企業債の低金利への借換えなどにより，利息負担の

軽減を図ります。 

 

下水道事業 
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4　評価区分ごとの分析

③ 施設の効率性

偏差値

順位

34.3 35.3 35.7
47.0

％ ％ ％

10位

59.2 58.7 59.0 47.4

％ ％　 ％ 12位

65.7 64.7 64.3 45.6

％ ％　 ％
14位

7.5 7.4 7.4 45.0

 /万円  /万円  /万円 11位

86.6 86.4 86.1 30.7

％ ％　 ％

18位

 は同じ記号で関連する指標を示しています。

＜評価結果の分析＞

〔(全浄水施設能力－1日最大給水量)/全浄水施設能力〕×100

「浄水予備力確保率」は，「水道施設設計指針」（ 日本水道協会）によると，「計画浄水量
の25パーセント程度を標準とする。ただし，（省略）一律に設けるものではない。」とされて
います。今年度の指標値は前年度から0.4ポイント向上し，35.7パーセントとなっています。ま
た，1日平均給水量が増加，1日最大給水量が減少したため，「施設利用率」は前年度に比べ
0.3ポイント上がり59.0パーセント，「施設最大稼働率」は前年度に比べ0.4ポイント下が
り，64.3パーセントとなっています。

「固定資産使用効率」は，前年度と比較すると，有形固定資産，給水量がともに増加した結
果，横ばいで推移しました。今後も水需要の減少傾向が予想される中，施設の効率性を高めるた
め，平成24年度末に山ノ内浄水場を廃止し，4浄水場体制から3浄水場体制にすることで，施設
規模の適正化を図ることとしています。

給水された水がどの程度収益につながっているかを示す「有収率」は，前年度に比べて0.3ポイ
ント低下しました。有収率は平成2年と比較すると4.8ポイント向上しており，長期的には着実
に上昇していますが，依然，漏水量が給水量の7.9パーセントを占めています。引き続き，老朽
化した配水管の布設替えに加え，潜在漏水調査，迅速な漏水修繕工事，鉛製給水管の取替え等の
漏水対策に取り組むなど，更なる有収率の向上に努めていきます。

　有形固定資産に対する年間総給水量の割合から，
施設の稼働が収益につながっているかどうかを示
す。高いほど施設が効率的なことを意味する。

 3018
有収率

 3027
固定資産
使用効率

　年間の給水量に対する有収水量（料金収入の対象
水量）の割合を示すもので，水道施設及び給水装置
を通して供給される水がどの程度収益につながって
いるかを示す。高いほど良い。

(有収水量/給水量)×100

(給水量/有形固定資産)×10,000

指標名・望ましい方向

 2003
浄水予備力
確保率

 3020
施設
最大稼働率

 3019
施設利用率

平成22年度平成20年度 平成21年度

(1日最大給水量/1日給水能力)×100

算　出　式

指標の説明

　1日当たりの給水能力に対する最大給水量の割合
から水道施設の効率性を示す。一般的には，高いほ
ど効率的とされる。
※100％に近い場合には施設能力に余裕がなくなること

　から，安定給水に問題を残しているとも言える。

(1日平均給水量/1日給水能力)×100

　1日当たりの給水能力に対する平均給水量の割合
から，水道施設の経済性を総括的に判断する。一般
的には，高いほど効率的とされる。

　全浄水施設能力に対する予備力の割合から，水運
用の安定性，柔軟性及び危機対応性を評価する。一
般的には，高いほど良いとされる。
※数値が大きすぎる場合は施設の効率性が悪くなることか

　ら，25％を基準として偏差値を算出した。

※1日最大浄水量は，1日最大給水量とした。

●

●

●

水道事業

施設は効率的に

使用されているのかな。

水道事業

評価区分を記載しています。

①から⑥まであります。

評価結果について指標値を中心に分析しています。

上段に指標の説明を，下段に算出式を

記載しています。

ガイドラインNo.，指標

名を記載しています（詳細

はP11～をご参照くださ

い）。準拠した水道・下水

道のガイドラインNo.は括

弧書きで示しています。

指標の望ましい方向性を上下方向

の矢印で記載しています。

※（コメ印）：この指標が持つ意味や，指

標を用いる際の留意点を記載しています。

上段は，左に前々年度，中央に前年度，

右に今年度の指標値を掲載しています。

下段は，前の年度に対して，数値が改善

したのか（白矢印），悪化したのか（黒矢

印）を表示しています（P12をご参照くだ

さい）。

ここから，

経営指標値の評価結果を掲載します。

まず，評価の見方を確認しましょう！

指標値の推移を確認することがポイントですね！

関連する指標同士を同

じ記号で示しています。

大都市の中での京都市の位置

上段に偏差値を，下段に各指標ごとに望ましい

方からみた順位を示しています。
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（１）水道事業

① 収 益 性

偏差値

順位

103.8 104.6 102.5 41.5

  ％   ％　 ％ 14位

96.0 97.2 95.3 45.6

％ ％　 ％ 13位

0.104 0.104 0.101 41.6

回 回　 回 14位

☆は同じ記号で関連する指標を示しています。〈☆⑤料金「供給単価」(P29)，☆⑥費用「給水原価」(P30)〉

＜評価結果の分析＞

　固定資産に対する営業収益の割合により，1年間に
固定資産の何倍の営業収益があったかを示す。高い
方が固定資産が有効に稼働していると言える。
※未稼働資産がある場合には注意を要する。

(営業収益－受託工事収益)/期首・期末平均固定資産

 3013
料金回収率

指標の説明
平成21年度

☆

平成22年度

 3026
固定資産
回転率

平成23年度
算　出　式

指標名・望ましい方向

 3002
経常
収支比率

　経常費用が経常収益でどの程度賄われているかを
示す。高い方が経常利益の割合が多い。
※100％以上であれば，経常収益で経常費用を賄え
　ており，黒字であると言える。

〔(営業収益＋営業外収益)/(営業費用＋営業外費用)〕×100

「経常収支比率」は前年度と比べて2.1ポイント低下し，102.5パーセントとなりました。
平成23年度決算においては，水需要の減少により，給水収益が2.6パーセント（△7億9百
万円）減少しました。一方，支出においては，人件費及び物件費の削減に加えて，支払利息
等の削減に努めた結果，経常利益を6億92百万円確保し，5年連続の黒字決算とすることが
できました。今後も更なる効率化の推進など，経常費用の削減を図っていきます。

「料金回収率」は，水需要の減少に伴い有収水量が大幅に減少したことにより，供給単価の
低下に比べて給水原価の増加が上回ったことにより前年度に比べ1.9ポイント低下しまし
た。100パーセントを下回っており，給水に係る費用を水道料金のみでは確保できていませ
んが，「経常収支比率」は100パーセントを超えており，その他の収入（疏水使用料収入や
下水道使用料の徴収経費の負担金収入など）を含めて，必要な経費を回収しています。

固定資産額が増加した一方で，水需要の減少により営業収益が減少したため，「固定資産回
転率」は，前年度から0.003回低下し，0.101回となりました。節水意識の定着や節水機器
の普及，地下水の利用など，今後も水需要の大幅な伸びは期待できない状況にあるため，水
需要に見合った施設規模の適正化を図ります（平成24年度末　山ノ内浄水場の廃止）。

（供給単価／給水原価）×100

　給水に係る費用のうち，水道料金で回収している割合を
示す。供給単価と給水原価の関係から水道事業の経営状況
の健全性を示し，高い方が良い。
※100％以上であれば，給水収益で水の供給に要する経費
　を賄えていることを示す。

水道事業の収益性は

どうなっているんだろう。

水道事業

●

●

●

繰入金への依存度を示す指標として繰入金比

率がありますが，そのうち維持管理費に充てる

繰入金の割合を示す指数が「繰入金比率（収益

的収入分）」，投資的経費に充てる繰入金の割

合を示す指数が「繰入金比率（資本的収入

分）」です。

京都市では，国の基準で一般会計が負担すべ

きとされている経費と染色業料金負担金のみを

繰り入れており，水道料金を財源とした独立採

算による健全な経営が維持できています。

○繰入金比率

収益的収入分

（損益勘定繰入金／収益的収入）×100

0.31％

資本的収入分

（資本勘定繰入金／資本的収入）×100

1.46％
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② 資産・財務

偏差値

順位

88.9 84.3 94.0 39.6

％ ％　 ％ 16位

596.1 598.6 613.0 25.6

％ ％　 ％
18位

42.5 42.8 43.3 29.9

％ ％　 ％ 18位

266.0 305.7 350.0 50.3

％ ％　 ％ 6位

＜評価結果の分析＞

〔(自己資本金＋剰余金)/負債・資本合計〕×100

「企業債償還元金対減価償却費比率」は，施設，設備等の減価償却費が2億37百万円の増
加したものの，補償金免除繰上償還の実施等により企業債償還元金が12億13百万円の大幅
な増加となったことから，前年度と比較して9.7ポイント悪化しました。一方，「給水収益
に対する企業債残高の割合」は，企業債残高が減少(△4億40百万円）したものの，給水収
益が前年度と比較して2.6パーセントの大幅な減少となった結果，14.4ポイント悪化しまし
た。

「自己資本構成比率」は，当年度純利益を6億92百万円確保することができたことに加
え，工事負担金や一般会計からの出資金などの収入により自己資本が増加したため，前年度
に比べ0.5ポイント向上しました。

「流動比率」は，当年度純利益を確保したことなどにより，内部留保資金が増加したため，
前年度に比べ44.3ポイント向上しました。

「①収益性」,「⑤料金」で示すように，京都市では少ない繰入金の下で料金設定を低く抑
えています。施設や管路の建設には多額の経費を要しますが，安価な料金の下，減価償却費
で回収する自己資金のほとんどは過去に借り入れた企業債の返済に充てられるため，新たな
建設改良事業に充てる財源の多くを企業債で調達せざるを得ないことから，「②資産・財
務」の指標値は全体的に低くなっています。近年の給水収益の減少を踏まえ，施設規模の適
正化による投資の抑制を図るとともに，可能な範囲で建設財源における財務体質の強化を
図っていきます。

　短期債務に対する支払能力を示し，高い方が
良い。
※100％を下回っていれば不良債務が発生している
　可能性が高い。

(流動資産/流動負債)×100

 3022
流動比率

 3025
企業債償還元金対
減価償却費比率

 3023
自己資本
構成比率

　総資本に占める自己資本の割合から財務の健
全性を示す。事業の安定化のため，高い方が良
い。

　投下資本の回収と再投資との間のバランスを
見る指標で，低い方が良い。

（企業債残高／給水収益）×100

 3012
給水収益に対する
企業債残高の割合

　給水収益に対する企業債残高の割合を示す。
低いほど効率的と言える。
※平成22年度の指標値598.6％とは，1年間に得ら
　れる給水収益に対して，約6年分の企業債残高が
　あることを示している。

指標の説明

算　出　式
指標名・望ましい方向

(企業債償還元金/当年度減価償却費)×100

平成21年度 平成22年度 平成23年度

水道事業

●

●

●

●

ここでは，水道事業の

財務体質を確認するよ。

水道事業
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③ 施設の効率性

偏差値

順位

35.3 35.7 36.8 45.2

％ ％ ％

14位

58.7 59.0 57.9 46.2

％ ％　 ％ 13位

64.7 64.3 63.2 44.9

％ ％　 ％
13位

7.4 7.4 7.2 44.7

 /万円  /万円  /万円 12位

86.4 86.1 85.8 30.6

％ ％　 ％
18位

 は同じ記号で関連する指標を示しています。

＜評価結果の分析＞

平成23年度平成21年度 平成22年度

(1日最大給水量/1日給水能力)×100

算　出　式

指標の説明

　1日当たりの給水能力に対する最大給水量の
割合から水道施設の効率性を示す。一般的に
は，高いほど効率的とされる。
※100％に近い場合には施設能力に余裕がなくなること
　から，安定給水に問題を残しているとも言える。

(1日平均給水量/1日給水能力)×100

　1日当たりの給水能力に対する平均給水量の
割合から，水道施設の経済性を総括的に判断
する。一般的には，高いほど効率的とされ
る。

　全浄水施設能力に対する予備力の割合か
ら，水運用の安定性，柔軟性及び危機対応性
を評価する。一般的には，高いほど良いとさ
れる。
※数値が大きすぎる場合は施設の効率性が悪くなることか
　ら，25％を基準として偏差値を算出した。
※1日最大浄水量は，1日最大給水量とした。

指標名・望ましい方向

 2003
浄水予備力
確保率

 3020
施設
最大稼働率

 3019
施設利用率

〔(全浄水施設能力－1日最大給水量)/全浄水施設能力〕×100

「浄水予備力確保率」は，「水道施設設計指針」（ 日本水道協会）によると，「計画浄
水量の25パーセント程度を標準とする。ただし，（省略）一律に設けるものではない。」
とされています。23年度の指標値は前年度から1.1ポイント向上し，36.8パーセントと
なっています。また，1日平均給水量，1日最大給水量ともに減少したため，「施設利用
率」は前年度に比べ1.1ポイント下がり57.9パーセント，「施設最大稼働率」は前年度に
比べ1.1ポイント下がり，63.2パーセントとなっています。

「固定資産使用効率」は，給水量が減少する一方で，有形固定資産額が増加したため，1
万円当たり0.2立方メートル下がり，7.2立方メートルとなりました。今後も水需要の減少
傾向が予想される中，施設の効率性を高めるため，平成24年度末に山ノ内浄水場を廃止
し，4浄水場体制から3浄水場体制にすることで，施設規模の適正化を図ることとしていま
す。

給水された水がどの程度収益につながっているかを示す「有収率」は，前年度に比べて
0.3ポイント低下しました。有収率は平成2年と比較すると4.5ポイント向上しており，長
期的には着実に上昇していますが，依然，漏水量が給水量の8.0パーセントを占めていま
す。引き続き，老朽化した配水管の布設替えに加え，潜在漏水調査，迅速な漏水修繕工
事，鉛製給水管の取替え等の漏水対策に取り組むなど，更なる有収率の向上に努めていき
ます。

　有形固定資産に対する年間総給水量の割合
から，施設の稼働が収益につながっているか
どうかを示す。高いほど施設が効率的なこと
を意味する。

 3018
有収率

 3027
固定資産
使用効率

　年間の給水量に対する有収水量（料金収入
の対象水量）の割合を示すもので，水道施設
及び給水装置を通して供給される水がどの程
度収益につながっているかを示す。高いほど
良い。

(有収水量/給水量)×100

(給水量/有形固定資産)×10,000

●

●

●

水道事業
施設は効率的に

使用されているのかな。

水道事業
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④ 生 産 性

偏差値

順位

39,551 41,714 41,649 40.5

千円/人 千円/人 千円/人
15位

253.3 264.9 266.1 43.6

 千 /人 千 /人 千 /人
14位

652 681 697 38.5

個/人 個/人 個/人
16位

＜評価結果の分析＞

算　出　式
指標名・望ましい方向

指標の説明

 3007
職員1人当たり
給水収益

※算出式の損益勘定所属職員数とは，維持管理部門に従事する職員数を示しており，全職員数
　とは，損益勘定所属職員数に建設部門に従事する職員数を合計した職員数を示している。

給水収益／損益勘定所属職員数
※

　職員1人当たりの生産性について，給水収益
を基準として把握するための指標。高いほど職
員1人当たりの生産性が高い。
※業務委託や受水の有無など事業背景を考慮する必要があ
る。

 3110
職員1人当たり
メーター数

 3109
職員1人当たり
配水量

平成21年度 平成22年度

生産性の指標は，職員数に対する「給水収益」，「配水量」，「メーター数」の相対的比率
であり，一概にこれらのみで比較するものではなく，給水コストとの関係に留意する必要が
あります。また，この数値は，水需要の変動など事業を取り巻く環境や，業務の委託，用水

供給事業体からの水道水の受水
※
など事業の運営形態の影響を大きく受けます。

水需要の減少に伴い，給水収益，配水量ともに前年度に比べ減少しましたが，水道メーター
点検業務の民間委託化など，職員定数の削減を進めたことにより，「職員１人当たり給水収
益」は若干低下したものの，「職員1人当たり配水量」は12百立方メートル向上しまし
た。

「職員１人当たりメーター数」は，水道メーター数の増加に加え，職員定数の削減の取組に
より，指標値が向上しました。

平成8年度から継続して効率化推進計画を着実に推進し，平成23年度までに水道事業全体
で305名の職員定数を削減してきました。平成24年度においても，中期経営プラン
（2008-2012）の計画とおり，23名の職員定数の削減を，同プランに併せて推進する企
業改革プログラムの取組により更なる経営効率化を進めていきます。

用水供給事業体から受水している大都市は12都市（仙台市，さいたま市，東京都，川崎市，横浜市，新潟市，浜
松市，堺市，神戸市，岡山市，広島市，福岡市）あります。

年間配水量／全職員数
※

水道メーター総数／全職員数
※

　水道メーターの数は，給水件数の数と密接な
関係があり，給水収益にも影響を与える。高い
ほど良い。
※業務委託や受水の有無など事業背景を考慮する必要があ
る。

　いかに少ない職員で効率的に水道水を作って
いるかを見るための指標。高いほど職員1人当
たりの生産性が高い。
※業務委託や受水の有無など事業背景を考慮する必要があ
る。

平成23年度

●

●

水道事業
職員1人当たりの

生産性をチェックするよ。

●

●

水道事業

委託を考慮した生産性

上記の指標について，分母に「損益勘定所属職員数と委託料を平均給与で割った値の合計」

を使用すると以下のようになります。

○ 職員1人当たり給水収益 33,553千円/人 大都市順位 11位 偏差値 47.5

○ 職員1人当たり配水量 255.2千 /人 大都市順位 5位 偏差値 53.9

○ 職員1人当たりメーター数 668.1個/人 大都市順位 15位 偏差値 42.9

「職員1人当たり配水量」が5位，「職員1人当たり給水収益」が11位となっており，委託

料を含めて算出した職員1人当たりでは，多くの水を安価で給水できていると言えます。

※
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⑤ 料　金

偏差値

順位

154.3 154.2 153.2 55.5

円/ 円/ 円/ 
7位

870 870 870 55.9

円 円 円
5位

2,490 2,490 2,490 52.5

円 円 円
10位

☆ は同じ記号で関連する指標を示しています。〈☆①収益性「料金回収率」(P25)，☆⑥費用「給水原価」(P30)〉

＜評価結果の分析＞

☆

 

　世帯人数2～3人の平均的な世帯の１箇月の使
用水量を想定している。お客さまサービスの観
点からは低い方が良い。
※適正な料金設定の考え方については上記に同じ。

－

 

　有収水量1 当たり，どれだけの収益を得て
いるかを示す。低い単価で水道水を供給する方
が望ましいことから，低い方が良い。
※料金回収率の観点から見ると，供給単価が著しく給水
　原価を下回るのは好ましくない。

指標名・望ましい方向
指標の説明
算　出　式

 3014
供給単価

給水収益／有収水量

平成21年度 平成22年度 平成23年度

 3017
1箇月当たり
家庭用料金
(20 )

 3016
1箇月当たり
家庭用料金
(10 )

　10 は京都市で基本水量として基本料金を徴
収している水量。お客さまサービスの観点から
は低い方が良い。
※水道事業は必要な経費のほとんどを料金収入で賄って
　いることから，適正な料金水準による収入が必要。

－

1立方メートル当たりの水道水の平均価格を示す「供給単価」は，前年度に比べ1.0円安く
なり153.2円となりました。大都市の平均値は169.1円であり，京都市は大都市の平均値よ
り１立方メートル当たり15.9円（△9.4パーセント）安価な料金で水道水を供給していま
す。

1立方メートル当たりの水道水の給水に係るコストを示す「給水原価」は，「⑥費用」で示
すように160.7円となっています。「①収益性」の「料金回収率」で示すように，水道水を
製造し，給水する経費は，水道料金収入のみでは確保できていませんが，その他の収入（疏
水使用料収入や下水道使用料の徴収経費の負担金収入など）を含めて，必要な経費を回収し
ています。

京都市では平成13年10月に料金の改定を行って以降，同水準の料金を維持しています。京
都市の「1箇月当たり家庭用料金（10立方メートル）」は870円で，大都市の平均値987
円に比べて117円安価になっています。また，「１箇月当たり家庭用料金（20立方メート

ル）」
※
は2,490円で，大都市平均値の2,639円に比べて149円安価になっています。水需

要の減少などの影響があるものの，経費削減に取り組んだ結果，中期経営プラン（2008-
2012）の計画期間においては，目標どおり，現行の安価な料金水準を維持することができ
ます。

※「１箇月当たり家庭用料金（20立方メートル）」の大都市比較は，口径別料金体系を採用している都市につ

　いては，京都市で使用の多い20ミリメートルの口径の料金で比較しました。

●

●

水道事業

京都市の

水道料金を見てみよう。

●

水道事業
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⑥ 費　用

偏差値

順位

160.7 158.7 160.7 54.2

円/ 円/ 円/ 7位

81.2 78.8 78.9 56.4

円/ 円/ 円/ 
7位

79.5 79.9 81.8 49.2

円/ 円/ 円/ 
11位

☆は同じ記号で関連する指標を示しています。〈☆①収益性「料金回収率」(P25)，☆⑤料金「供給単価」(P29)〉

＜評価結果の分析＞

１立方メートル当たりの水道水を製造し，給水するコストを示す「給水原価」は，前年度に
比べて経費は削減されたものの，有収水量の大幅な減少により，前年度に比べ2.0円高くな
り160.7円となりました。大都市の平均値は172.4円であり，京都市は大都市の平均値よ
り１立方メートル当たり11.7円（△6.8パーセント）少ないコストで水道水を製造し，給水
しています。

「給水原価（維持管理費）」は，各種経費の削減を推進したものの，有収水量の大幅な減
少により，前年度に比べ1立方メートル当たり0.1円高くなりました。

「給水原価（資本費）」は，支払利息等は減少したものの，減価償却費の増加の影響によ
り，前年度に比べ1立方メートル当たり1.9円高くなりました。

1立方メートル当たりの水道水の平均価格を示す「供給単価」は，「⑤料金」で示すように
153.2円となっています。「①収益性」の「料金回収率」で示すように，水道水の製造に
必要な経費は水道料金収入のみでは確保できていませんが，その他の収入（疏水使用料収入
や下水道使用料の徴収経費の負担金収入など）を含めて，必要な経費を回収しています。

今後も，有収水量の減少傾向が続くことが予想される中，効率化の推進や支払利息等の削減
に努め，費用の削減を図り，給水コストの維持・縮減に努めていきます。

算　出　式
指標名・望ましい方向

指標の説明

 3015
給水原価

　有収水量1 当たり，どれだけの費用が掛
かっているかを示す。低廉な水道水の供給のた
めに，どの程度コストを抑えられているかを判
断するための指標で，低い方が良い。

 〔経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費)〕／有収水量

平成21年度 平成22年度 平成23年度

 給水原価のうち，資本費分（減価償却費及び支
払利息等）を示す。低廉な水道水の供給のため
に，どの程度コストを抑えられているかを判断
するための指標で，低い方が良い。

☆

 給水原価のうち，維持管理費分（給与費及び物
件費）を示す。低廉な水道水の供給のために，
どの程度コストを抑えられているかを判断する
ための指標で，低い方が良い。

〔経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費)-資本費〕／有収水量

資本費(減価償却費＋支払利息等）／有収水量

(M80)
給水原価
（維持管理
費）

(M90)
給水原価
（資本費）

●

●

●

●

水道事業
水道水をつくるための

費用はどうかな。

●

水道事業
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（２）公共下水道事業

① 収 益 性
偏差値
順位

97.0 108.8 108.5 67.0

％ ％　 ％ 2位

118.2 121.5 120.6 71.4

％ ％　 ％
1位

0.046 0.052 0.051 59.2

回 回　 回
3位

 は同じ記号で関連する指標を示しています。〈 ⑤使用料「使用料単価」(P35)， ⑥費用「汚水処理原価」(P36)〉

＜評価結果の分析＞

 M30
経常収支比率

 M100
経費回収率

(営業収益－受託工事収益)/期首・期末平均固定資産

(3026)
固定資産回転率

固定資産に対する営業収益の割合により，1年間に
固定資産の何倍の営業収益があったかを示す。高い方
が固定資産が有効に稼働していると言える。
※未稼働資産がある場合には注意を要する。

〔(営業収益＋営業外収益)/(営業費用＋営業外費用)〕×100

（下水道使用料収入／汚水処理費）×100

 

「経常収支比率」は前年度と比べて0.3ポイント下がり，108.5パーセントとなりました。
平成23年度決算においては，水需要の減少により，下水道使用料収入が前年度と比べて2.2
パーセント（△5億52百万円）減少しました。一方，支出においては，人件費及び物件費の
削減に加えて，支払利息等の削減に努めた結果，経常利益を36億25百万円確保し，2年連
続の黒字決算とすることができました。汚水処理経費が下水道使用料で賄えているかを表す
当年度実質資金余剰額が8億74百万円と2年連続の黒字決算になりました。

「経費回収率」は，指標値が100パーセントを上回っていることから，必要な経費を使用料
収入で確保できていることが分かります。

「固定資産回転率」は，固定資産額が減少しましたが，水需要の減少などにより下水道使用
料も減少した結果，前年度からわずかに指標値が下がり0.051回となりました。

汚水処理に要する費用のうち，下水道使用料で回収
している割合を示す。汚水処理原価と使用料単価の関
係から経営状況の健全性を示し，高い方が良い。
※100％以上であれば，使用料収入で汚水処理に要する経費
を賄えていることを示す。

指標の説明
算　出　式

指標名・望ましい方向

経常費用が経常収益でどの程度賄われているかを示
す。高い方が経常利益の割合が多い。
※100％以上であれば，経常収益で経常費用を賄えてお
　り，黒字であると言える。

平成21年度 平成22年度 平成23年度

●

●

●

下水道事業
下水道事業の収益性は

どうなっているんだろう。

公共下水道事業の収支構造の特徴は，雨水処理

に要する経費が一般行政の負担とされており，一

般会計からの繰入金である雨水処理負担金の収入

が，下水道使用料と並んで収入の大きな部分を占

めていることです。

京都市では，国の基準で一般会計が負担すべき

とされている経費以外の繰入金が収入に占める割

合は0.2パーセントと低く，独立採算制による健

全な経営が維持できています。

○繰入金比率

収益的収入分

（損益勘定繰入金／収益的収入）×100

46.47％

資本的収入分

（資本勘定繰入金／資本的収入）×100

6.09％

下水道事業
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② 資産・財務
偏差値
順位

42.5 44.0 45.9 46.5

％ ％　 ％
13位

8.4 0.0 0.0 55.5

％ ％　 ％ 1位

55.0 56.1 57.3 51.1

％ ％　 ％ 9位

236.9 232.6 308.9 69.6

％ ％　 ％ 2位

98.8 98.5 98.0 63.8

％ ％　 ％
2位

＜評価結果の分析＞

　有形固定資産の減価償却の進ちょく度を知ること
ができ，施設の老朽化の度合いや修繕費の発生等を
把握したうえでの長期的な資金計画を策定するため
の判断材料となる。この比率が高いと施設の老朽化
が進んでいることから，低い方が良い。

有形固定資産減価償却累計額/(償却資産－資本剰余金)×100

指標名・望ましい方向
指標の説明
算　出　式

平成21年度 平成22年度 平成23年度

「有形固定資産減価償却率」は，前年度に比べて1.9ポイント，平成21年度に比べても3.4
ポイント悪化しており，徐々に施設の老朽化が進んでいることが分かります。京都市は地方
公営企業法適用年度が古く，本指標値も比較的高いことから，可能な限り既存施設を有効活
用しつつ，必要なものについては，改築更新を進めていきます。

平成22年度の収益的収入に係る一般会計繰入金の会計処理を変更に伴い，累積欠損金の解
消となった「累積欠損金比率」は，平成23年度においても，2年連続の黒字決算となり，
累積欠損金は発生しておりません。

「自己資本構成比率」は，当年度純利益を36億25百万円確保することができたことに加
え，企業債残高を105億94百万円縮減するなど財務体質を強化したことなどにより，前年
度に比べ1.2ポイント向上しました。

「流動比率」は，当年度純利益を確保したことなどにより，内部留保資金が増加したため，
前年度に比べ76.3ポイント向上しました。

「固定資産対長期資本比率」は，企業債の縮減に取り組んだことなどにより長期資本が減
少しましたが，一方で，投資の抑制などにより固定資産も減少し，前年度と比べ0.5ポイン
ト改善し，98.0パーセントとなりました。

　総資本に占める自己資本の割合から財務の健
全性を示す。事業の安定化のため，高い方が良
い。

 Fi25
固定資産対
長期資本比率

　固定資産の調達がどの程度，長期資本の範囲
内で調達されているかを示す。低い方が良い。
※この比率は100％以下で，かつ低いことが望ましい。

固定資産/〔自己資本（自己資本金＋剰余金）+他人資本（借入資本金＋固定負債）〕×100

(流動資産/流動負債)×100

 Fi 3
有形固定資産
減価償却率

〔当年度未処理欠損金/(営業収益－受託工事収益)〕×100

(3022)
流動比率

　短期債務に対する支払能力を示し，高い方が
良い。
※100％を下回っていれば不良債務が発生している可能
　性が高い。

　営業収益に対する累積欠損金の割合を示す。事業
の経営状況の健全性により，一概にどの程度までの
累積欠損金が許容されるかの目安はないが，できる
限り低い方が望ましい。

 Fi 7
累積欠損金比率

 Fi24
自己資本
構成比率

〔(自己資本金＋剰余金)/負債・資本合計〕×100

●

●

●

●

下水道事業
ここでは，下水道事業の

財務体質を確認するよ。

●

下水道事業
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③ 施設の効率性

偏差値
順位

81.2 85.2 86.6 55.1

％ ％　 ％
6位

94.2 97.7 99.3 58.0

％ ％　 ％
2位

3.68 3.82 3.78 58.8

 /万円  /万円  /万円 5位

60.6 58.1 57.2 35.1

％ ％　 ％
18位

 は同じ記号で関連する指標を示しています。

＜評価結果の分析＞

（年間総処理水量／有形固定資産）×10000

　有形固定資産に対する年間総処理水量の割合
から，施設の稼働状況が収益につながっている
かどうかを示す。高いほど施設が効率的なこと
を意味している。

「晴天時最大稼働率」は，前日までの降雨量や降雨強度などの影響を受ける晴天時の１日
最大処理水量が増加し，指標値は1.4ポイント上昇しました。また，「1日最大稼働率」
は，雨天時における降雨量や降雨強度などの影響を受ける雨天時の1日最大処理水量の増
加により，1.6ポイント上昇しました。京都市では下水道区域の約40パーセントが雨水と
汚水を同じ管きょで排除する合流式下水道であるため，「最大稼働率」は，降雨量等の影
響により増減しますが，今後とも，公共用水域の水質保全の観点から，可能な限り既存施
設を有効活用し，効率的な稼働に努めていきます。

「固定資産使用効率」は，大都市の中でも，処理水量に対する固定資産の規模が良好なこ
とから，必要な施設整備を国庫補助金の活用等により効率的に行ってきたと言えます。前
年度に比べて指標値は改善されており，今後も将来の水需要の減少を考慮し，施設規模の
適正化を図りながら，効率的な施設体系を構築していきます。

「有収率」は，前年度から0.9ポイント低下し，57.2パーセントとなりました。これは，

前年度に比べて降雨の影響による浸入水
※
等が増加したことによるものです。京都市では，

下水道区域の約40パーセントが合流式下水道となっており，「有収率」は降雨量の影響を
受けやすく，また，恒常的に流入する地下水や山地水の量も無視できません。今後も老朽
化した管路の更新などを進めつつ，浸入水の効果的な削減方法を検討し，有収率の向上に
努めていきます。

※浸入水とは，管きょの継手部，ますなどから下水管きょ内に入ってくる地下水，降雨の影響により水環境保

　全センターに流入する雨水（山地水を含む。）などをいいます。

 M20
有収率

　年間の汚水処理水量に対する有収汚水量（使
用料収入の対象水量）の割合から，施設の稼働
状況が収益につながっているかどうかを示す。
高いほど良い。
※汚水処理水量には流入汚水量を用いている。

（年間有収汚水量／年間総汚水処理水量）×100

(3027)
固定資産
使用効率

指標の説明
算　出　式

指標名・望ましい方向

(3020)
晴天時
最大稼働率

平成21年度 平成22年度 平成23年度

 
(3020)
1日最大
稼働率

　晴天時を想定した処理能力に対して，雨天時を含む1日
最大処理水量がどれぐらいかを表す指標。効率性の観点か
ら，100％を基準値として偏差値を算出した。
※雨天時を含むため，100％を超えているからといっ
　て，処理能力が不足しているとは限らない。

（1日最大処理水量／処理能力）×100

 

　処理施設の利用状況から，施設の余裕能力を示す。一般
的に，高ければ効率性が高いとされる。効率性の観点か
ら，100％を基準値として偏差値を算出した。
※この値が低ければ非効率な状態にあることになるが，
　100％に近い場合には施設能力に余裕がなく，安定的
　な処理に問題を残しているといえる。

（晴天時最大処理水量／処理能力）×100

●

●

●

下水道事業

施設は効率的に

使用されているのかな。

下水道事業
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④ 生 産 性

偏差値
順位

57,099 58,312 59,689 41.3

千円/人 千円/人 千円/人
16位

556.5 584.1 592.4 50.6

千 /人 千 /人 千 /人
10位

329.2 335.2 340.4 42.6

千 /人 千 /人 千 /人
15位

＜評価結果の分析＞

職員1人当たりの生産性の指標は，地方公営企業法の適用の違いにより，人事等総務部門を
公営企業で行う場合と一般行政部門で行う場合など事業の運営形態の影響を大きく受けま
す。また，京都市のように，合流式下水道を多く採用している事業体では，処理場に流れ
込む雨水は下水道使用料の対象ではなく，有収汚水量にも含まれないため，分流式下水道
の割合が高い事業体に比べると，指標値が低くなる傾向にあります。

中期経営プラン（2008-2012）を着実に推進し，職員定数の削減を推進したことによ
り，「職員１人当たり使用料収入」，「職員1人当たり総処理水量」，「職員1人当たり有
収汚水量」がそれぞれ前年度に比べて向上しました。

平成8年度から継続して効率化推進計画を着実に推進し，平成23年度までに公共下水道事
業全体で190名の職員定数を削減してきました。平成24年度においても，中期経営プラン
（2008-2012）の計画とおり，10名の職員定数の削減を図り，経営効率化を進めていき
ます。

下水道使用料収入／損益勘定所属職員数※

※算出式の損益勘定所属職員数とは，維持管理部門に従事する職員数を示しており，全職員数
　とは，損益勘定所属職員数に建設部門の職員数を合計した職員数を示している。

年間有収汚水量／全職員数※

(3109)
職員1人当たり
有収汚水量

(3109)
職員1人当たり
総処理水量

　職員1人当たりの使用料収入の対象となる有
収汚水量について見る指標で，高いほど職員1
人当たりの生産性が高い。
※業務の委託や事業の運営形態など事業背景を考慮する必
　要がある。

年間総処理水量／全職員数※

　いかに少ない職員で効率的に水処理を行って
いるかを見るための指標。高いほど職員1人当
たりの生産性が高い。
※業務の委託や事業の運営形態など事業背景を考慮する必
　要がある。

(3007)
職員1人当たり
使用料収入

　職員1人当たりの生産性について，使用料収
入を基準として把握するための指標。高いほど
職員1人当たりの生産性が高い。
※業務の委託や事業の運営形態など事業背景を考慮する必
　要がある。

指標名・望ましい方向
指標の説明

平成21年度 平成22年度 平成23年度
算　出　式

●

●

●

下水道事業
職員1人当たりの

生産性をチェックするよ。

委託を考慮した生産性

上記の指標について，分母に「損益勘定所属職員数と委託料を平均給与で割った値の合

計」を使用すると以下のようになります。

○ 職員1人当たり使用料収入 29,444千円/人 大都市順位 12位 偏差値 45.3

○ 職員1人当たり総処理水量 402.9千 /人 大都市順位 3位 偏差値 55.6

○ 職員1人当たり有収汚水量 231.5千 /人 大都市順位 7位 偏差値 47.9

「職員1人当たり総処理水量」が3位，「職員1人当たり使用料収入」が12位となって

おり，委託料を含めて算出した職員1人当たりでは，多くの水を安価で処理できていると

言えます。
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⑤ 使 用 料

偏差値
順位

127.5 128.0 127.2 55.3

円/ 円/ 円/ 
7位

700 700 700 54.5

円 円 円
8位

1,890 1,890 1,890 52.3

円 円 円
9位

  は同じ記号で関連する指標を示しています。〈 ①収益性「経費回収率」(P31)， ⑥費用「汚水処理原価」(P36)〉

＜評価結果の分析＞

 

 M60
使用料単価

－

　有収汚水量1 当たり，どれだけの収益を得
ているかを示し，低い方が良い。
※料金回収率の観点から使用料単価を見る必要があり，使
　用料単価が著しく汚水処理原価を下回るのは好ましくな
　い。

平成22年度 平成23年度

 

 

(3016)
1箇月当たり
家庭用使用料
(10 )

下水道使用料収入／年間有収汚水量

平成21年度

　世帯人数2～3人の平均的な世帯の１箇月の
汚水量を想定している。お客さまサービスの観
点からは低い方が良い。
※適正な料金設定の考え方については上記に同じ。

－

U120
1箇月当たり
家庭用使用料
(20 )

1立方メートル当たりの下水道使用料の収益を示す「使用料単価」は，前年度に比べ0.8円
下がり127.2円となりました。大都市の平均値が141.7円であり，京都市は大都市の平均
値よりも1立方メートル当たり14.5円（△10.2パーセント）安価な使用料で汚水をきれい
にしています。

「⑥費用」で示すように，1立方メートル当たりの汚水の処理コストを示す「汚水処理原
価」は，105.5円となっています。「①収益性」の「経費回収率」で示すように，汚水処
理に必要な経費は下水道使用料収入で確保できています。

京都市では平成13年4月に使用料の改定を行って以降，同水準の使用料を維持していま
す。京都市の「1箇月当たり家庭用使用料（10立方メートル）」は700円で，大都市平均
値807円よりも107円安価になっています。また，「1箇月当たり家庭用使用料（20立
方メートル）」は1,890円で，大都市平均値1,992円よりも102円安価になっています。
今後も中期経営プラン（2008-2012）の目標どおり，現行の安価な使用料水準を維持し
ていきます。

算　出　式
指標名・望ましい方向

指標の説明

　10 は京都市で基本水量として基本使用料
を徴収している水量。お客さまサービスの観点
からは低い方が良い。
※下水道事業は必要な経費のほとんどを使用料収入で賄っ
　ていることから，適正な使用料水準による収入が必要。

下水道事業

●

●

●

京都市の

下水道使用料を見てみよう。

下水道事業
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⑥ 費　用

偏差値
順位

107.8 105.3 105.5 61.1

円/ 円/ 円/ 
3位

45.4 44.6 44.6 63.1

円/ 円/ 円/ 
2位

62.4 60.7 60.9 59.3

円/ 円/ 円/ 
4位

 は同じ記号で関連する指標を示しています。〈 ①収益性「経費回収率」(P31)， ⑤使用料「使用料単価」(P35)〉

＜評価結果の分析＞

1立方メートル当たりの汚水の処理コストを示す「汚水処理原価」は，有収汚水量，汚水処
理費ともに減少し，前年度に比べ0.2円高くなり，105.5円となりました。大都市の平均値
は，138.8円であり，京都市は大都市の平均値より１立方メートル当たり33.3円（△24.0
パーセント）低いコストで汚水をきれいにしています。

「汚水処理原価（維持管理費）」は，各種経費の削減を推進したものの，有収汚水量の減
少により，前年度から横ばいに推移しました。一方，「汚水処理原価（資本費）」は，減
価償却費，支払利息が減少したものの，有収汚水量の減少により，前年度から0.2円高くな
りました。

「⑤料金」で示すように，1立方メートル当たりの下水道使用料の収益を示す「使用料単
価」は，127.2円となっています。「①収益性」の「経費回収率」で示すように，汚水処
理に必要な経費は下水道使用料収入で確保できています。

今後も有収汚水量の減少傾向が続くことが予想されるため，効率化の推進などにより費用の
削減を図り，汚水処理コストの維持・縮減に努めていきます。

 M80
汚水処理原
価（維持管
理費）

 M90
汚水処理原
価（資本
費）

 

　有収汚水量1 当たり，どれだけの費用が掛
かっているかを示す。汚水処理に要する経費
を，どの程度抑えられているかを判断するため
の指標で，低い方が良い。

汚水処理費（減価償却費ベース）／年間有収汚水量

 M70
汚水処理原価

　汚水処理原価のうち，資本費分（減価償却費
及び企業債利息等）を示す。汚水処理に要する
資本費を，どの程度抑えられているかを判断す
るための指標で，低い方が良い。

汚水処理費（資本費）／年間有収汚水量

指標名・望ましい方向

汚水処理費（維持管理費）／年間有収汚水量

平成21年度 平成22年度 平成23年度
指標の説明
算　出　式

　汚水処理原価のうち，維持管理費分（給与費
及び物件費）を示す。汚水処理に要する経費を
どの程度抑えられているかを判断するための指
標で，低い方が良い。

下水道事業

●

●

●

汚水をきれいにするのに，

どのくらいかかるのかな。

●

下水道事業
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さあ，次は， 

取組項目評価を

見に行くよ！ 
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